20110526.定例理事会承認

23.5.20　CPD/専攻建築士制度委員会
建築士会CPD規則修正
	現行
	改正

	第6条
ＣＰＤ参加者は，前条第２項の登録の内容等に変更があったときは，当該変更の内容を示す書面を当該登録を受けた建築士会の事務所に提出することにより，その会長に届け出をしなければならない。（以下、略）
	第6条
ＣＰＤ参加者は，第４条第２項の登録内容等に変更があったときは、当該変更の内容を示す書面を当該登録を受けた建築士会の事務所に提出することにより，その会長に届け出をしなければならない。（以下、略）

	第11条
1～4　（略）

	第11条
1～4　（略）
5　前項の申請書の提出は、本会又は建築士会の会長がプロバイダーの利便を勘案し、別に方法を定めたときは、これによることができる。
（新設）


□専攻建築士規則修正
	現行
	変更

	（登録の取り消し）
第12条　本会の会長は専攻建築士が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該専攻建築士の登録を取り消さなければならない。この場合において、本会の会長はあらかじめ建築士会の会長にその旨を通知し、その合意を得るものとする。
（1）～（3）　（略）
（4）建築士法に基づく罰則を受けるなど専攻建築士としての適格性に欠けると判断されたとき
（5）　（略）
２　専攻建築士は、前項各号により登録が取り消されたときは、専攻建築士登録証及び登録カード並びに専攻建築士徽章を速やかに建築士会に返却しなければならない。

	（懲戒）
第12条　本会の会長は専攻建築士が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該専攻建築士の登録を取り消さなければならない。
（1）～（3）　（略）
（4）建築士法に基づき建築士の免許が取り消されたとき
（5）（略）
２　本会の会長は、専攻建築士が建築士法に基づく業務停止の処分をうけたときは、当該専攻建築士に対し同様の期間、専攻建築士登録を抹消し、同項の処分期間が経過した時点に再登録するものとする。また、抹消期間中は、第24条の規定による。（新設）
３　第１項または前項にて専攻建築士の懲戒をするときは、本会の会長は、あらかじめ当該専攻建築士が所属する建築士会の会長にその旨を通知し、その合意を得なければならない。
（新設）
４　専攻建築士は、第１項各号により登録が取り消されたときは、専攻建築士登録証及び登録カード並びに専攻建築士徽章を速やかに建築士会に返却しなければならない。

	（専攻建築士経歴証）
第14 条　登録更新にあたり更新基準を満たさない専攻建築士は、別表5に定める登録料と第２条の規定による継続能力開発制度の履修証明書を添えて、「専攻建築士経歴証」の交付を、住所を有する建築士会を経て本会に申請することができる。
	（専攻建築士経歴証）
第14 条　登録更新にあたり更新基準を満たさない専攻建築士は、別表5に定める登録料
と第２条の規定による継続能力開発制度の履修証明書を添えて、「専攻建築士経歴証」の交付を、住所を有する建築士会を経て本会に申請することができる。


□専攻建築士審査、認定基準修正
	現行
	変更

	（ＣＰＤ単位）
第５条　申請者は、専攻規則第５条の申請の日の１年前から当該申請の日の前日までの期間で、本会及び建築士会で定める継続能力開発制度においてはＣＰＤが１２単位以上、専攻規則第２条の規定により本会会長が認めた制度の場合においては、当該制度における所定のＣＰＤ単位数以上あること。ただし、既に専攻建築士の登録を受けたことのある者は、新たな専攻領域に申請する場合を除き、専攻建築士制度登録更新審査、認定基準第４条の規定による。
（審査基準の適用の特例）
第６条　1～3　（略）
４　建築生産専攻領域
（1）（社）日本建築積算協会の認定する建築積算士及び建築コスト管理士は、その登録証を以って第３条及び第４条の規定を適用しない。
5～6　（略）
	（ＣＰＤ単位）
第５条　申請者は、専攻規則第５条の申請の日の１年前から当該申請の日の前日までの期間で、本会及び建築士会で定める継続能力開発制度においてはＣＰＤが１２単位以上、専攻規則第２条の規定により本会会長が認めた制度の場合においては、当該制度における所定のＣＰＤ単位数以上あること。ただし、既に専攻建築士の登録を受けたことのある者は、新たな専攻領域に申請する場合を除き、専攻建築士制度登録更新審査、認定基準第４条第１項の規定による。
（審査基準の適用の特例）
第６条　1～3　（略）
４　建築生産専攻領域
（1）（社）日本建築積算協会の認定する建築積算士または建築コスト管理士は、その登録証を以って第３条及び第４条の規定を適用しない。
5～6　（略）


□専攻建築士登録更新審査、認定基準修正
	現行
	変更

	（審査基準の適用の特例）
第５条　1～3　（略）
４　建築生産専攻領域
　　(1) (社)日本建築積算協会の認定する建築積算士及び建築コスト管理士は、その登録証をもって第３条の規定を適用しない。
5～6　（略）
	（審査基準の適用の特例）
第５条　1～3　（略）
４　建築生産専攻領域
　　(1) (社)日本建築積算協会の認定する建築積算士または建築コスト管理士は、その登録証をもって第３条の規定を適用しない。
5～6　（略）


